


（1） 租税等の優先権と徴収職員に与えられた

      自力執行権

（2） 抵当権・質権等の私債権との優先関係

（3） 徴収権の消滅時効と時効の更新・完成の猶予

      （債権法改正後の対応）

（1） 官公庁調査（根拠規定と課税資料・決算書調査の

      着眼点）

（2） 滞納者、取引先・貸付先等における調査事項と

      調査方法

（3） 各種ライフライン供給先への照会

（1） 差押債権の特定方法と帰属認定の仕方

（2） 差押えの効力

（3） 全額差押えと一部差押えの選択

（4） 債権の取立て範囲及び方法等

（5） 差押えた債権の消滅時効と時効の更新・完成の

      猶予（債権法改正後の対応）

《参考資料》 各種財産の「差押財産」欄の記載例（150事例）

1. 租税徴収法規のしくみ

5. 債権の差押え（基本的事項）

2. 各種財産の差押え（繰上徴収・繰上差押え）、
参加差押え、交付要求の手続き

4. 財産調査要領

国保・介護・後期高齢者保険料、保育料、上下水道料、

公営住宅使用料、各種手数料・使用料・貸付金等の徴収

3. 地方公共団体の各種債権（税債権以外の債権）
の徴収手続（債権法改正後の対応）

（1） 金融機関における調査帳票・調査方法・着眼点

      ①各種預金の差押え

      ②銀行の貸付金がある場合の差押えと相殺

      ③他人名義預金及び被相続人名義の預金の差押え

      ④貸金庫契約がある場合の保管物の差押方法

（2） 郵便貯金の調査と差押え

（3） 外国為替証拠金取引（FX）に係る債権の調査と差押え

（4） 売掛金及び貸付金の調査と差押え

（5） 賃料支払請求権の差押え

（6） 電柱敷地料の差押え

（7） 生命保険契約に係る権利の差押え

      （介入権制度と取立て手続）

（8） 簡易生命保険の差押え

（9） 給与・年金の差押え

      ①給与・年金の振込口座の差押えの留意点

      ②強制執行と競合した場合の給与債権の取立て

6. 各種債権の調査方法、差押え・取立て手続まで

（3.5）

一般（1名）35,200円
会員（1名）31,900円

（該当にレ印をつけてください。）
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